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自動車運転者を使用する事業場に対する 

令和元年の監督指導、送検等の状況について 

 

 愛知労働局（局長 伊藤正史）では、愛知県内の１４の労働基準監督署（支署）が

令和元年にトラック、バス、タクシーなどの自動車運転者を使用する事業場に対して

行った監督指導、送検等の状況について取りまとめました。 
 愛知労働局では、引き続き、自動車運転者を使用する事業場に対し、監督指導を実

施するなどにより、自動車運転者の適正な労働条件の確保に取り組んでいくとともに、

令和６年４月１日の自動車運転手の時間外労働の上限規制の適用を踏まえ、労働基準

関係法令の周知・啓発に努めることとしています。また、度重なる指導にもかかわら

ず法令違反を是正しないなどの重大・悪質な事案については、送検を行うなど厳正に

対応していきます。 

 

令和元年の監督指導・送検の概要 

（別紙１） 自動車運転者を使用する事業場に対する監督指導、送検等の状況（令和元年） 

（別紙２） 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」について 

■ 監督指導を実施した事業場：199 事業場 

うち、労働基準関係法令違反が認められたもの：163 事業場（81.9％） 

改善基準告示違反が認められたもの：117 事業場（58.8％） 

■ 主な労働基準関係法令違反事項は、①労働時間（60.3％） 

②割増賃金の支払（19.1％） 

■ 主な改善基準告示違反事項は、①１日の最大拘束時間（41.7％） 

②１ヶ月の総拘束時間（37.2％） 

③休息期間（26.6％） 

■ 重大・悪質な労働基準関係法令違反により送検したもの：2件 
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別紙１ 

 

 

（１） 業種ごとの監督指導実施事業場数、労働基準関係法令違反事業場数及び主な

違反事項は、次のとおりであった。 

※表中の（ ）内は、監督実施事業場数に対する違反率。以下同じ。 

  事項 

 

業種 

監督実施 

事業場数 

労働基準関

係法令違反

事業場数 

主な違反事項 

労働時間 割増賃金 休日 

トラック 184 
149 

(81.0%) 

110 

(59.8%) 

34 

(18.5%) 

6 

(3.3%) 

バス 5 
4 

(80.0%) 

2 

(40.0%) 

1 

(20.0%) 

0 

(0.0%) 

ハイヤー・ 

タクシー 
9 

9 

(100.0%) 

7 

(77.8%) 

3 

(33.3%) 

0 

(0.0%) 

その他 1 
1 

(100.0%) 

1 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

合計 199 
163 

(81.9%) 

120 

(60.3%) 

38 

(19.1%) 

6 

(3.0%) 

（注１） 「その他」欄は、トラック、バス、及びハイヤー・タクシー以外の業種で自動車運転者を使

用する事業場。以下同じ。 

（注２） 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反

事業場数とは一致しない。以下同じ。 

 

（２）業種ごとの改善基準告示違反事業場数及び違反事項は次のとおりであった。 

 事項 

 

 

業種 

監 督 実

施 事 業

場数 

改善基準

告示違反

事業場数 

主な違反事項 

最大拘束

時間 

総拘束時

間 

休 息 期

間 

連 続 運

転時間 

最 大 運

転時間 

トラック 184 
109 

(59.2%) 

79 

(42.9%) 

68 

(37.0%) 

53 

(28.8%) 

42 

(22.8%) 

23 

(12.5%) 

バス 5 
3 

(60.0%) 

1 

(20.0%) 

1 

(20.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(20.0%) 

1 

(20.0%) 

ハイヤー・

タクシー 
9 

4 

(44.4%) 

2 

(22.2%) 

4 

(44.4%) 

0 

(0.0%) 
- - 

その他 1 
1 

(100.0%) 

1 

(100.0%) 

1 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

合計 199 
117 

(58.8%) 

83 

(41.7%) 

74 

(37.2%) 

53 

(26.6%) 

43 

(21.6%) 

24 

(12.1%) 

（注） ハイヤー・タクシーは、改善基準告示に「連続運転時間」「最大運転時間」の定めがない。 

 

１ 監督指導状況 



（３） 平成２９年から令和元年までの３年間における業種ごとの監督実施事業場数、

労働基準関係法令違反事業場数及び改善基準告示違反事業場数は、次のとおり

であった。 

   
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成
29
年

平
成
30
年

令
和
元
年

平
成
29
年

平
成
30
年

令
和
元
年

平
成
29
年

平
成
30
年

令
和
元
年

平
成
29
年

平
成
30
年

令
和
元
年

監督実施事業場数 269 342 184 9 12 5 13 23 9 9 48 1

労働基準関係法
令違反事業場数

210 280 149 7 8 4 11 20 9 6 35 1

改善基準告示
違反事業場数

157 195 109 6 4 3 6 10 4 4 15 1

タクシー・ハイヤー その他トラック バス



 

（１）労働基準関係法令違反により送検した件数は、次のとおりである。 

【令和元年の送検内訳】 労働時間関係…１件、賃金不払い…１件 

 

 

（１）地方運輸機関との相互通報 

 労働基準監督機関と地方運輸機関が、それぞれの監督等の結果（改善基準告示

違反等）を相互に通報している。 

【相互通報制度の実施状況（過去３年間）】 

       年 

事項 
平成２９年 平成３０年 令和元年 

労働基準監督機関か

ら通報した件数 
35 50 28 

労働基準監督機関が

通報を受けた件数 
43 46 56 

（２）地方運輸機関との合同監督・監査 

 労働基準監督機関と地方運輸機関が連携して、合同で監督・監査を行うことに

より、効果的な指導を行っている。 

【合同監督・監査の実施状況（過去３年間）】 

       年 

業種 
平成２９年 平成３０年 令和元年 

トラック ７ 8 10 

バス 0 0 0 

ハイヤー・タクシー 0 0 0 

合計 7 8 10 

 

       年 

業種 
平成２９年 平成３０年 令和元年 

トラック 2 4 2 

バス 0 0 0 

ハイヤー・タクシー 0 0 0 

その他 0 0 0 

合計 2 4 2 

２ 送検状況 

３ 国土交通省との連携 



 
 


